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理事⻑

略歴︓
⻑野県⽣まれ
慶應義塾⼤学環境情報学部卒
同⼤学⼤学院政策・メディア研究科修了
リモート・センシング技術センター研究員
慶應義塾⼤学⼤学院特別研究助⼿
VTT(ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ技術研究ｾﾝﾀｰ)訪問研究員
⽇本学術会議第26期連携会員
国⼟強靭化推進会議 委員
防災庁設置準備アドバイザー会議 委員

博⼠（政策・メディア）
キーワード︓
防災DX、防災情報、統合解析、災害動態、
協働基盤、リスクコミュニケーション、
意思決定⽀援、サイバーフィジカルシス
テム、デジタルツイン、環境情報学．
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本⽇の講演内容

1. 防災DXの過去
そもそも防災DXとは何なのか

• 事例︓SIP4DとISUTによる災害対応⽀援
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2. 防災DXの現在
防災DXにはどんな可能性があるのか

• 事例︓BDXによる能登半島地震における被災者⽀援

3. 防災DXの未来
防災DXは今後どう進んでいくのか

• ⽅針︓防災⽴国の推進に向けた基本⽅針



1. 防災DXの過去

そもそもDXとは︖
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改めて考える︓そもそもDXとは︖

DX︓Digital Transformation
デジタルトランスフォーメーション
“デジタル技術で全体業務を変⾰”

Digitalization︓デジタライゼーション
“個別業務（プロセス）のデジタル化”

Digitization︓デジタイゼーション
“物事のデジタル化”

一段階ずつ
登っていくこと
が大事 いきなりDXを

目指しても

なかなかうまく
いかない

新技術を導入
することがDX
ではない
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【防災DXの⼀例】災害時情報共有︓伝達型→相互運⽤型へのDX
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災害時、個⼈・組織は
同時並⾏で異なる活動をする

そのそれぞれが固有の情報を
保有している
＝状況認識が異なる

会議で初めて状況を知る

同時並⾏で活動する個⼈・組織同⼠が
情報共有によって状況認識を統⼀することが、
全体最適な災害対応を実⾏するための鍵
 情報を「共に」「有する」
 「知らない」を無くす
 ＝⾃律・分散・協調で効率的・効果的な災害対応へ

現場に状況が伝わらない



基盤的防災情報流通ネットワーク「SIP4D」
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エスアイピーフォーディー

• 現場と各機関同⼠をつなぐ「パイプライン」を実現し、国全体としての災害対応の効果最⼤化を⽬指す

SIP4D︓
基盤的防災情報流通
ネットワーク
Shared Information 
Platform for Disaster 
Management

内閣府総合科学技術・
イノベーション会議
SIP（戦略的イノベー
ション創造プログラム）
第1期（2014-2019）
に開発
2019年以降は防災科研
が研究開発として継続

ISUT︓
災害時情報集約
⽀援チーム
Information 
Support Team

内閣府防災担当と
防災科研による協働
チームとして2018
年試⾏、2019年よ
り正式稼働

アイサット
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【DXは実践が⼤事】災害対応現場と共に進める災害対応アクションリサーチ
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2022-2024を追加



2024.4、内閣府「新総合防災情報システム（SOBO-WEB）」運⽤開始

内閣府「防災情報のページ」より抜粋
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DX、⾔うは易し、⾏うは難し
でも、やらなければ始まらない



2. 防災DXの現在

官⺠共創の防災DX
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デジタル庁呼びかけ→防災DX官⺠共創協議会（BDX）の発⾜

防災分野におけるデータ連携等の推進を通じた住⺠の利便性の
向上を⽬指し、防災分野のデータアーキテクチャの設計やデー
タ連携基盤の構築等の検討を⾏う協議会

2022(令和4)年 12⽉19⽇ 発⾜（キックオフイベント）
2023(令和5)年 4⽉25⽇ 第⼀回会合（本格始動）
2023(令和5)年 6⽉30⽇ 第⼆回会合
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Copyright © 防災DX官民共創協議会

会員リスト
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202６年２月２０日現在
会員総数 5７8者(うち、公表可5５７）
地方公共団体 11９団体（うち、公表可11３）
民間事業者等 4５９団体（うち、公表可４４４）

北海道 青森県 岩手県 宮城県 山形県 福島県 茨城県 栃木県 群馬県

埼玉県 神奈川県 新潟県 石川県 長野県 岐阜県 愛知県 三重県 滋賀県

大阪府 兵庫県 奈良県 和歌山県 鳥取県 岡山県 広島県 山口県 徳島県

香川県 愛媛県 高知県 福岡県 長崎県 熊本県 大分県 宮崎県 鹿児島県

北海道札幌市 北海道滝川市 北海道標津町 岩手県盛岡市 岩手県宮古市 宮城県仙台市 山形県新庄市 山形県南陽市 福島県郡山市

福島県いわき市 茨城県水戸市 茨城県古河市 茨城県常総市 群馬県前橋市 群馬県嬬恋村 埼玉県狭山市 埼玉県蓮田市 千葉県木更津市

東京都品川区 東京都大田区 東京都町田市 神奈川県横浜市 神奈川県平塚市 神奈川県鎌倉市 神奈川県藤沢市 神奈川県小田原市 神奈川県伊勢原市

新潟県三条市 石川県輪島市 石川県珠洲市 石川県穴水町 石川県能登町 長野県佐久市 長野県千曲市 長野県箕輪町 岐阜県羽島市

岐阜県海津市 岐阜県安八町 静岡県静岡市 静岡県富士市 静岡県磐田市 静岡県湖西市 愛知県名古屋市 愛知県豊橋市 愛知県岡崎市

愛知県刈谷市 愛知県豊田市 愛知県蒲郡市 三重県志摩市 京都府京都市 大阪府大阪市 大阪府堺市 大阪府箕面市 大阪府東大阪市

兵庫県神戸市 兵庫県加古川市 奈良県奈良市 和歌山県橋本市 和歌山県すさみ町 岡山県高梁市 山口県宇部市 徳島県美馬市 香川県高松市

愛媛県四国中央市 愛媛県砥部町 高知県四万十市 高知県中土佐町 福岡県北九州市 福岡県福岡市 佐賀県佐賀市 佐賀県玄海町 熊本県熊本市

熊本県宇土市 宮崎県都城市

都道府県

地
方
公
共
団
体 市町村

㈱ACCESS ㈱Meta Heroes Visnu㈱ エー・シー・エス㈱ ㈱三技協 テレネット㈱ バイザー㈱ 三井住友海上火災保険㈱ （一社）救急医療・災害対応無人機等自動支援システム
㈱ALL LINKAGE milab㈱ ㈱WAVE1 ㈱エスイーアイ シェアクレスト㈱ ㈱テレビ西日本 ㈱バカン 三菱ケミカルアクア・ソリューションズ㈱ （一社）九州地域中小企業等支援専門家連絡協議会
AMA Xperteye㈱ ㈱MOAI Lab WEBYUS PROMOTION㈱ ㈱エナジーハーベスト ㈱ジェーピージェネレーターズ デロイトトーマツコンサルティング（同） 白山工業㈱ 三菱総研ＤＣＳ㈱ （特非）クライシスマッパーズ・ジャパン
AUTHENTIC JAPAN㈱ MS&ADインターリスク総研㈱ （同）World Arc Lab エヌ・ティ・ティ・アドバンステクノロジ㈱ ジオ・サーチ㈱ デロイトトーマツファイナンシャルアドバイザリー（同） パシフィックコンサルタンツ㈱ ㈱三菱総合研究所 （一社）クロスユー
㈱Be-kan ㈱Murakumo xID㈱ エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ㈱ ㈱時事通信社 ㈱デンソー ㈱パスコ 三菱電機システムサービス㈱ （一社）コード・フォー・ジャパン
BIPROGY㈱ NCCコンサルティング㈱ ㈱YDKテクノロジーズ ㈱エヌ・ティ・ティ・データ シスコシステムズ（同） ㈱デンソーウェーブ ㈱パソナ 三菱電機ソフトウエア㈱ （一社）減災サステナブル技術協会
㈱Bit peeps NECネッツエスアイ㈱ ZVC JAPAN㈱ ㈱エヌ・ティ・ティ・データ関西 ㈱シナモン ㈱電通総研 ㈱バッファロー 南建設㈱ NPO.公益研
㈱BosaiTUBE Japan NECプラットフォームズ㈱ ㈱アーバンエックステクノロジーズ ㈱エフェクト 地盤ネット㈱ ㈱電通デジタル ㈱パトライト ㈱ミライエ （一社）公民連携推進機構
BTジャパン㈱ ㈱NEXT DELIVERY アールシーソリューション㈱ エフジェイコーポレーション（同） シフトプラス㈱ 東亜建設技術㈱ パナソニック コネクト㈱ ㈱ミライト・ワン 災害支援DXイニシアティブ
㈱CLUE ㈱NHKグローバルメディアサービス ㈱アイ・オー・データ機器 エム・アール・アイ リサーチアソシエイツ㈱ 清水建設㈱ 東急建設㈱ 阪神電気鉄道㈱ ㈱ミライロ （一社）サイバースマートシティ創造協議会
㈱Cube Earth ㈱NTT ExCパートナー あいおいニッセイ同和損害保険㈱ ㈱エレクトロンヴェクシー ジャパンケーブルキャスト㈱ ㈱東急コミュニティー ㈱ピー・ビーシステムズ 美和ロック㈱ 四国CX研究会
㈱dott ㈱NTTドコモ アイサンテクノロジー㈱ オープングループ㈱ ㈱ジョシュ 東京海上日動火災保険㈱ 東日本電信電話㈱ ミントエア㈱ （一社）システムイノベーションセンター
DXYZ㈱ NTT西日本㈱ ㈱アイネス 扇精光コンサルタンツ㈱ ジョルダン㈱ 東京システムハウス㈱ 東日本旅客鉄道㈱ 明星電気㈱ （一社）自治体DX推進協議会
㈱Emyu OFFICE TOMITA株式会社 アクシスコーディネート㈱ 扇精光ソリューションズ㈱ ㈱ジョルテ 東京電力ホールディングス㈱ ㈱日立製作所 ㈱メディアフォース （一社）社会基盤情報流通推進協議会
ESRIジャパン㈱ OMY㈱ アクセンチュア㈱ 応用地質㈱ スカイビュージャパン㈱ 東芝デジタルソリューションズ㈱ ビット・パーク㈱ ㈱モリタホールディングス （一社）セーフティネットリンケージ
㈱EVC One Concern㈱ ㈱アクセルスペース 大阪ガスマーケティング㈱ スキャットキッズ㈱ 東武トップツアーズ㈱ ビットスター㈱ 矢印㈱ （特非）全国災害ボランティア支援団体ネットワーク
株式会社EvoLiNQ Pacific Spatial Solutions㈱ 朝日航洋㈱ 沖電気工業㈱ ㈱スペースシフト ㈱ドーン ファーストメディア㈱ 八千代エンジニヤリング㈱ （一財）全国地域情報化推進協会
EYストラテジー・アンド・コンサルティング㈱ ㈱PEGASUS HOLDINGS アジア・アフリカ・インスティテュート（同） ㈱オサシ・テクノス ㈱スペースタイムエンジニアリング ㈱ドコモ・インサイトマーケティング ファストドクター㈱ ヤマトプロテック㈱ 仙台BOSAI-TECHイノベーションプラットフォーム
㈱FullDepth ㈱PFU アジアクエスト㈱ オムロンソーシアルソリューションズ㈱ セーフィー㈱ トラスティア㈱ ㈱ブイキューブ ユアサシステムソリューションズ㈱ （一社）地域情報共創センター
㈱Gaia Vision ㈱preArch アジア航測㈱ ㈱オリエンタルコンサルタンツ ㈱セールスフォース・ジャパン トランスコスモス㈱ フォーティネットジャパン（同） ㈱ユータイズ 地域リノベーション協同組合
Gcomホールディングス㈱ PSCP㈱ ㈱アスコエパートナーズ 鹿島建設㈱ ㈱セゾン情報システムズ ㈱トレミール ㈱フォーラムエイト ㈱ライムコンサルタント （一社）データクレイドル
㈱Geolonia PwCコンサルティング（同） アストロデザイン㈱ 川崎重工業㈱ ㈱ゼンリン 名古屋電機工業㈱ ㈱福山コンサルタント ㈱ラック （一社）データ社会推進協議会
㈱GOCOO RainTech㈱ ㈱アトラクター キャップジェミニ㈱ 綜合警備保障㈱ 西日本技術開発㈱ 不二総合コンサルタント㈱ ㈱リアルグローブ （一社）電力データ管理協会
㈱GSEC ㈱ReO アビームコンサルティング㈱ キヤノンマーケティングジャパン㈱ ㈱ソサイエティ・オリエンテッド・ソリューション 西菱電機㈱ ㈱フジタ ㈱リヴィティエ （特非）日本PFI・PPP協会
（同）HIDAKA ㈱RYODEN アマゾンウェブサービスジャパン（同） 京セラみらいエンビジョン㈱ ソナエ㈱ 西松建設㈱ 富士通㈱ ㈱理経 （一財）日本気象協会
㈱Hi-Lights ㈱SAKIGAKE JAPAN アマランス（同） キンドリルジャパン㈱ ソフィアプランニング㈱ ニタコンサルタント㈱ 富士通Japan㈱ ㈱リコー （一社）日本行政マネジメントセンター
I－レジリエンス㈱ SAPジャパン㈱ ㈱アラヤ （同）具現考房 ソフトバンク㈱ ㈱日水コン ㈱富士通ゼネラル ㈱両備システムズ （公社）日本青年会議所 関東地区協議会
㈱IHI SBテクノロジー㈱ ㈱アルカディア ㈱グッドクリエイト ㈱ソリトンシステムズ 日鉄ソリューションズ㈱ 富士電機ITソリューション㈱ ㈱レキオリエックス （一社）日本テレワーク協会
IMV㈱ ㈱SBS情報システム ㈱安藤・間 ㈱熊平製作所 損害保険ジャパン　㈱ 日本オラクル㈱ 富士フイルムシステムサービス㈱ ㈱レスキューナウ （一社）日本ペットBLS防災学会
Indo-Sakura Software Japan ㈱ See&アセット（同） イーグローバレッジ㈱ ㈱クラウンクラウン 大起理化工業㈱ 日本工営㈱ ㈱復建技術コンサルタント ㈱ロボットコネクト （一社）日本防災共育協会
Intent Exchange 株式会社 ㈱SHIFT ㈱イーベース・ソリューションズ グローバルフレンドシップ㈱ 大成建設㈱ 日本航空電子工業㈱ フューチャー㈱ ワークログ㈱ （一社）日本防災プラットフォーム
IRISデータラボ㈱ SingulaChain㈱ ㈱石垣 ゲヒルン㈱ 大日本ダイヤコンサルタント㈱ 日本テレビ放送網　㈱ プライムバリュー㈱ ㈱ワコム （一社）日本モバイル建築協会
ITbook㈱ （有）SKY FIX COM JAPAN イツモスマイル㈱ ㈱建設技術研究所 太陽誘電㈱ 日本電気㈱ ㈱プライムビーピー AI防災協議会 発災時リアルタイムデータ利活用検討会
㈱J-WAVE i SOMPO Light Vortex ㈱ いであ㈱ ㈱建設システム 大和ライフネクスト㈱ 日本電信電話㈱ ㈱ブルー・オーシャン沖縄 （一財）AVCC 人と防災未来センター
㈱JECC SOMPOケア㈱ 出光興産㈱ ㈱コア 大和リース㈱ 日本ビジネスシステムズ㈱ フルタニ産業㈱ Circular In-finity （（公財）ひょうご震災記念21世紀研究機構）
㈱JVCケンウッド SOMPOホールディングス㈱ ㈱岩根研究所グループ ㈱構造計画研究所 ㈱拓和 ㈱日本防災研究センター 古野電気㈱ （一社）DREAMS利活用研究センター ひらつか防災まちづくりの会
㈱JX通信社 ㈱Spectee ㈱インターネットイニシアティブ 河陽電線㈱ ㈱地圏環境テクノロジー 日本マイクロソフト㈱ プレイネクストラボ㈱ （一社）DroneAI技術研究機構 （一社）富士山チャレンジプラットフォーム
KDDI㈱ ㈱Symmetry インフォメーションシステムズ㈱ 古河電気工業㈱ ㈱地圏総合コンサルタント 日本無線㈱ ㈱ベイシスコンサルティング （特非）ITS Japan 防災me
KDDIスマートドローン㈱ TMI総合法律事務所 ヴィガラクス㈱ 国際航業㈱ ㈱チャレンジ ネットワンシステムズ㈱ ㈱ベルシステム２４ My City Reportコンソーシアム 防災コンソーシアムCORE
KEYes㈱ TomTom International BV. ㈱ウェザーニューズ ㈱国際電気 中央開発㈱ 能美防災㈱ ㈱防災ログ （一社）OSGeo日本支部 （一財）マルチメディア振興センター
㈱KOKUA TOPPAN㈱ ㈱ウェザーマップ ㈱国土強靭化GX 中央コンピューターサービス㈱ ㈱ノット ポケットサイン㈱ （特非）SAFE 室積まちぐるみ協議会
LAND INSIGHT㈱ TOPPANエッジ㈱ ㈱ウエスコ コニカミノルタ㈱ 中電技術コンサルタント㈱ ノバルス㈱ ㈱ポリグロットリンク （一社）SmartSupplyVision （一社）みんなの防災倉庫普及協会
㈱Liberaware TOPPANデジタル㈱ ㈱エアフォートサービス ㈱コンサイド ㈱中電工 ㈱野村総合研究所 前田建設工業㈱ （公財）阿蘇火山博物館久木文化財団 （一社）メタバース推進協議会
LINEヤフー㈱ TSP太陽㈱ ㈱エアロネクスト サイオステクノロジー㈱ ㈱ティーファイブプロジェクト バーズ・ビュー㈱ マップボックス・ジャパン（同） （特非）医療ネットワーク支援センター よんなな防災会
LocationMind㈱ ㈱UFジャパン 衛星データサービス企画㈱ ㈱サイバーリンクス テクノホライゾン㈱ パーソルビジネスプロセスデザイン㈱ ㈱真庭運創研 （一社）エコーネットコンソーシアム （特非）ロボットビジネス支援機構
㈱MESSEコーポレーション UPWARD㈱ エイムネクスト㈱ ㈱さるぼぼアラーム ㈱テラ・ラボ パイオニア㈱ ㈱ミエルカ防災 （一社）危機管理情報共有基盤

民
間
事
業
者
等

熊本県

宮城県仙台市

群馬県嬬恋村
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令和６年能登半島地震

【特徴１】 奥能登６市町の行政機能（災対本部等）の一時的な低下
【特徴２】多様な支援者が入れ替わり支援（指定行政機関、他自治体、NPO等々）
【特徴３】石川県内外への広域避難者の存在

デジタル田園都市国家構想交付金デジタル実装タイプ（TYPES）制度概要より一部抜粋・加筆

石川県広域被災者データベース・システム構築ワーキンググループ

第１回検討ワーキンググループ資料より抜粋



Copyright © 防災DX官民共創協議会 16

具体活動 能登半島地震：民間企業・団体がoneチームとなって活動

16
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具体活動 「人への支援」のための被災者データベース構築

17

 行政職員も被災

 被災者が広域的に避難

 避難者情報の把握困難

【被災者DB】

県・市町が取得・収集している
被災者に関する情報

避難者名簿、訪問情報等

避難所データ集約可視化アプ
リケーション

被災者台帳の作成支援
②被災者訪問アセスメント

被災者台帳の作成支援
①Suicaプロジェクト

BTP
SAPに集約されたデータ
を市町職員がチェックし、
マスターデータに登録

複数の情報を組み合わせることで情
報の信頼性が向上

現地登録情報（基本4情報＋現在地
等）とタッチログ 世帯情報、個人の要配慮情報等
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被災者データベースで表⽰される情報

18

重要なステータスを目立つ位置にわかりやすく表示

世帯員を紐づけて表示

複数のデータを時系列
で表示（Suica、アセス
メント、義援金配布、
等々）

家屋の状況を
紐づけて表示

保健医療福祉状況
を紐づけて表示

石川県資料より抜粋



Copyright © 防災DX官民共創協議会

被災者データベースの活⽤による防災DX

19

〇 県義援金の口座情報を活用し、プッシュ型で市町の独自義援金を配分

〇 被災者の避難先を集計・地図化

〇 紐づきのない住民を抽出し優先訪問

石川県資料より抜粋
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具体活動→協議→社会実装へ 広域被災者データベース・システム手順書・仕様書

2024.5.21 デジタル田園都市国家構想交付金 Type S開始

出典：石川県広域被災者データベース・システムの整備検討に係る情報提供依頼について「参考資料3_被災者データベースの構築について」より抜粋
https://www.pref.ishikawa.lg.jp/johosei/wide-area-disaster-victim.html

出典：広域被災者データベース・システム導入手順書及び仕様書
https://www.pref.ishikawa.lg.jp/johosei/wide-
area_disaster_victim_detabase_system_working-group.html

2025.5.13 導入手順書・仕様書 公開
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具体活動→協議→社会実装へ 災害派遣デジタル支援チーム“D-CERT”

出典：令和7年8月5日（火）平デジタル大臣記者会見 https://www.digital.go.jp/speech/minister-250805-01

出典：災害派遣デジタル支援チーム（D-CERT）の創設について
https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/57c9dfcb-efca-4089-a242-
3858c67213b9/b9bfaf94/20250805_policies_disaster_prevention_disaster-response_outline_01%201.pdf

2025.8.5 デジタル庁「災害派遣デジタル支援チーム（D-CERT）の創設について」を発表
D-CERT＝Digital Coordination and Emergency Response Team

「災害派遣デジタル支援チーム」の創設についてお知らせいたします。
令和6年1月に発生した「令和6年能登半島地震」では、発災直後から民

間のデジタル人材がボランティアとして被災地に入りました。現場の
ニーズに応じて、避難者の状況を把握するためのシステム等をその場で
構築するなど、県の災害対応をデジタルの面から支援し、大きな貢献を
果たしたところであります。
こうした経験を踏まえ、デジタル庁と防災DX官民共創協議会とが協働し
て「災害派遣デジタル支援チーム」、英語名称「D-CERT」を創設いた
しました。
今月から、各都道府県への説明会を通じてD-CERTの周知を図るととも

に、チームの訓練や研修を継続して実施しつつ、災害がいつ起きても対
応できるように備えてまいります。

ディーサート
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BDXの協議体制と具体活動

社会実装へ

具体活動

産官学民共創
防災DXショーケース
&ディスカッション

被災者DB
構築

能登半島地震

災害対応チーム
活動

防災庁設置準備
アドバイザー会議

への提案

疑似的避難所
チェックイン
と産産連接

…

…

…

…

…
SIPとの連携

…

広域被災者データ
ベース・システムの
手順書・仕様書

出典
https://www.pref.ishikawa.lg.jp/johosei/
documents/hisaisya-
db_installation_manual.pdf

災害派遣デジタル
支援チーム

（D-CERT）創設

出典:
https://www.digital.go.jp/policies/disas
ter_prevention/d-cert

防災庁
設置準備室

経済産業省

デジタル庁 内閣府防災 総務省

国土交通省

内閣官房
デジ行財政

環境省

…
TF1

防災アプリ利活用促進
TF2

データ連携基盤社会実装
TF3

TYPES全国展開

TF4
防災庁提言

府省庁連携マネジメントチーム

府省庁連携WG

…

コアメンバー：8名

自治体部会

コアメンバー：31名

課題特定部会

コアメンバー：19名

災害対応部会

コアメンバー：43名

市場形成部会

コアメンバー：40名

基盤形成部会

リファレンス検討WG

市場化・産業化WG

海外展開WG

理事会

事務局

防災DX官民共創協議会（BDX）
会員総数 558者 地方公共団体 117団体

民間事業者等 441者 2025年9月19日時点

協議体制

府省庁

…
一般社団法人
DIT/CC設立

防災DX
交流会

防災チッカイギ
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【連携だけではダメ】防災DXの課題︓被災者の⼿元で負荷増⼤

23写真提供︓内閣官房デジタル⾏財政改⾰会議

A機関

B団体

C組織

D業務

E事業 …

被災者

個別の防災DXは進みつつあるのに…被災者の負荷は⾼まるばかり︖
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新たな具体活動 産官学民共創防災DXショーケース&ディスカッション



DX、⾔うは易し、⾏うは難し
でも、やらなければ始まらない
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3. 防災DXの未来

防災⽴国実現のための防災DXへ

26



2025.6.4 防災庁設置準備アドバイザー会議報告書 ⼿交・公開

27

※キーワード検索（テレビ＝0件、通信＝5件、産官学民＝27件、デジタル＝36件）



防災庁設置準備アドバイザー会議における防災DXに関する意⾒

28

防災庁設置準備アドバイザー会議第4回（R7.4.4）資料より抜粋



報告書のポイント

29

防災庁設置準備アドバイザー会議報告書より抜粋

※報告書内に27回出現



2025.12.26 防災⽴国の推進に向けた基本⽅針（閣議決定）

30

※「産官学民」は
方針内に12回出現



防災DXで⽬指す世界観︓産官学⺠が”情報”で”連携”し”共創”する社会

31※総合防災情報センターおよび所属メンバーが主体的に活動する協定、共同研究、委員会、システム連接等の実績を列挙。今後も順次拡張予定。



2025.12.26 防災⽴国の推進に向けた基本⽅針（閣議決定）

32

※「産官学民」は
方針内に12回出現



理想︓防災が”当たり前”に備わる社会

33

「防災という分野はない。全ての分野に防災がある。」
特定の組織・部署が⾏うのではなく、全ての組織・部署が⽇常の業務の⾮常時対応として⾏えるように

引⽤元・詳細︓デジタル庁「エリアデータ連携基盤の活⽤について」講演資料、⼀部加筆

防
災 防災

という
共通機能も

縦割りの⼀つ︖

防災

ﾃﾞｼﾞﾀﾙ
(DX)

を

で実現︕



DX、⾔うは易し、⾏うは難し
でも、やらなければ始まらない
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